
１ 趣旨目的 

「地方公営企業会計制度等研究会」開催要綱（案） 

 地方公営企業会計制度については地方公営企業会計制度研究会報告書（平成１７

年３月）においてそのあり方についての検討結果が報告されている。当該報告書で

は、企業会計が国際基準を踏まえて近年見直されている一方、地方公営企業会計制

度は昭和４１年以来改正がなされておらず、企業会計制度との整合性を図る必要が

あること等が指摘されている。 

 また、地方公共団体の財政の健全化に関する法律が本年４月から全面施行される

とともに、債務調整等に関する調査研究会報告書（平成２０年１２月）においても

公営企業に係る改革の中において公営企業会計基準の見直しについて改めて指摘

を受けたところである。 

 これらの状況等を踏まえ、今後の地方公営企業会計制度等のあり方を検討し、所

要の制度改正を行うため、専門的かつ優れた見識を有する者による検討を行うこと

を目的とする。 

２ 検討内容 

 地方公営企業会計制度等の改正に向けた検討を行う。 

 

３ 調査研究の方法 

 (1) 別紙有識者の参画を得て、上記２に掲げる事項について検討を行う。 

  (2) 必要に応じて、別紙以外の有識者を本研究会に参画させることができる。 

(3) 会議は非公開とし、研究会終了後、資料及び議事要旨を公開するものとする。 

４ その他 

(1) この要綱は、平成２１年６月８日から施行する。 

(2) 本研究会の庶務は、自治財政局公営企業課において処理する。 
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